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【 〜最低賃金引上げ額31円に 1500円に程遠く平均は961円】

中央最低賃金審議会の会場前で声を上げる労働者たち

22年度の最低賃金の目安額を決める中央最低賃金審議会は、
労使意見の隔たりで決められなかったが、8 月 1 日の深夜にな
って、引き上げ額の目安を 31 円と決めた。目安通りに改定さ
れれば、全国加重平均は 961 円（現在は 930 円）となる。「過
去最大の引き上げ額」と報道されるが、労働者の要求、「全国
一律 1500 円」には程遠く、ハイパーインフレの中、生活の苦
しさは続く。労働側委員は「春闘の賃上げと最低賃金につなげ、
物価上昇に対応する生活が絶対だ」と大幅な引き上げを訴えて
きた。経営者側委員は「多くの企業は価格転嫁できていない。
大幅な引き上げは事業の継続が難しくなる」といつもの言葉を
繰り返す。25日以降、水面下で調整を続けていた。今後は、10
月 1日から実施となる新最賃制度に向けて、全国都道府県の各
最賃審議会で地域ごとの最賃賃金額が決定される。
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過去最大の水準を見据えた議論の期待があった
今年度の地域最低賃金の引き上げを決める厚労省

審議会は7月25日の労使決着を見ることなく、7日ぶ
り8月1日15時から再開した。焦点となっている引き
上げ額については、昨年度の28円を上回る過去最大
の水準を見据えた議論の期待があった。現在、全国
平均で時給930円となっている最低賃金の、今年度
の引き上げについて、労使の代表などによる厚生労
働省の審議会は、先月25日の会合で8時間余りにわ
り議論を行ったが、決着がつかずに、いったん中断し、1日15時から取りまとめに向けた議論を再開
した。これまでの議論では、労働者側の「物価上昇を踏まえた水準を主張」。企業側は、「原材料費の
高騰などで大幅な引き上げは難しい」という対立だった。このため、労使双方に影響を及ぼしている
物価上昇をどう評価し、どの程度の引き上げとするのかが焦点となった。最低賃金の引き上げ額は最
近、20円台の決着が続くが、資本とマスコミは「大幅引き上げ」と表現するなど、事実に反して大幅
でも何でもない。私たちが目指しているのは、真の大幅引き上げ1500円だ。政府の「時給1000円の早
期達成」言い回しは茶番に過ぎない。

【最低賃金引き上げの推移】
最低賃金の全国平均は、20年前の2002年度は663円でしたが 、
2020年度には902円、そして、昨年度は930円になり、この19年
間は267円の引き上げがあった。ただ、景気の低迷の影響で、引
き上げ額が比較的低い水準にとどまった時期も長く、ITバブル
崩壊後の 2002年度から2004年度と、リーマンショック後の2009
年度には、厚生労働省の審議会が引き上げ額のめどを示さなか
ったり、引き上げしないという0円を示したりする実態があった。
政府が「全国平均で時給1000円を目指す」という目標を掲げた2
016年度以降は、引き上げが続き、新型コロナウイルスの感染拡
大の影響を受けた一昨年の2020年度は1円の引き上げにとどまっ
た。昨年度は全国平均で28円になったが、コロナ禍の2年間の引
き上げ凍結の補償はなかった。

搾取を続ける資本！最賃引き上げを骨抜きにしているのが「シフト制による雇用」です。資本の
都合のよい時間だけ働かせ、１日の労働時間が２時間から３時間も珍しくなく、ゼロ時間さえある
（体のいい解雇）。生活できる賃金にならない。資本は労働者の生活など考えない。「シフト制によ
る雇用」は、近年、急速に増えている。経団連が春闘時に発行する経営側の春闘方針「経営労働政
策特別委員会報告」でも強調、「最賃の引き上げは、これ以上許さない」といらだつ。「何を言うか
泥棒、いらだつのは労働者。資本は労働者をなめるな！」早急な1500円を目指しましょう。


